
株式会社ティーケーピー
2021年２月期 第３四半期

決算説明会

2021年1月14日(木)
TKPガーデンシティPREMIUM京橋



1

エグゼクティブサマリー ・ トピックス ２

2021年２月期第３四半期決算概要 ４

2021年２月期通期業績予想 29

新株予約権の発行による資金調達 31

変革の時代における成長戦略 35

Appendix 65

目次



2

 ３Qは３四半期ぶりに営業黒字化

 新株予約権による資金調達実施を決定

 『Work X』を当社グループの新たなコンセプトとして定義

 TKPがサテライトオフィス市場へ本格参入

ワークエックス

エグゼクティブサマリー

本日公表

フレキシブルオフィス事業の戦略的仕入れに備え財務基盤を強化

Work X・・・働き方改革×DX（デジタルトランスフォーメーション）の造語

ワークエックスオフィス
『Work X Office』を３月より投入予定

主力のTKP貸会議室の需要が回復傾向





4

2021年２月期第３四半期決算概要
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2021年２月期通期業績予想
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（億円） 2020年2月期
(実績) 従来予想 2021年2月期

(予想) 前期比

売上高 543.43 ー 422.13～437.97 △22.3%
～△19.4%

EBITDA※ 101.32 ー 23.27～35.61 △77.0%
～△64.9%

営業損益 63.17 ー △32.15～△19.81 ー

経常損益 47.53 ー △31.86～△19.52 ー

親会社株主に帰属
する当期純損益 17.39 ー △37.10～△29.46 ー

2021年２月期の通期業績予想（1月14日公表）

新型コロナ第３波到来の影響で、中間決算発表時点での当社想定よりも下期回復が鈍化。
また、今回の緊急事態宣言が、仮に前回発令時（2020年4-5月）と同規模感で当社事業に
悪影響をもたらすケースを下限として、保守的な観点からレンジ形式での開示とした。

※ EBITDAは、営業損益に減価償却費・のれん償却費・長期前払費用償却および顧客関連資産等の無形資産償却費を加算して算出。
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新株予約権の発行による資金調達
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第三者割当による新株予約権（行使価額修正条項付）の発行

新型コロナの影響が長期化するケース、短期間で終息するケース、いずれとなった場合に
も機動的に対応が可能となるよう、２本建てでの新株予約権の発行を決定。

第７回新株予約権

想定調達金額：約100億円※
3,974,300株：2020年12月末発行済株式対比 10.43％
行使期間：2024年２月５日まで（約３年間）

第８回新株予約権

想定調達金額：約100億円※
3,974,300株：2020年12月末発行済株式対比 10.43％
行使期間：2024年２月５日まで（約３年間）

①フレキシブルオフィスの新規出店及び期間貸し事業の展開に関わる費用

②財務基盤強化を目的とした有利子負債の返済

③Ｍ＆Ａ及び資本業務提携に関わる費用

※2021年１月13日の当社株式終値2,672円を基準値として算定、行使価額修正後。
なお株価の変動により実際の調達価額は増減します。

行使停止条項 行使可能条項

資金使途(資金調達の目的)
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本新株予約権の概要について

名称 第7回新株予約権 第8回新株予約権

発行方法 大和証券㈱に対する第三者割当

発
行
概
要

想定調達額 約21,288百万円（差引手取概算額）

発行数 39,743個 39,743個

潜在株式数 3,974,300株（希薄化率：10.4% ※1 ） 3,974,300株（希薄化率：10.4% ※1）

行使期間 約3年（割当日の翌銀行営業日から2024年2月5日まで）

行
使
価
額

当初行使価額 条件決定基準株価の100% ※2

行使価額の修正 各行使請求の効力発生日の直前取引日の当社普通株式の終値の92%に相当する額に修正

上限行使価額 なし

下限行使価額 条件決定基準株価の60%

そ
の
他

付帯条項 行使停止要請通知
（当社から新株予約権を行使することができない期間を指定）

行使可能通知
（当社の許可なく新株予約権を行使することはできない）

取得条項 当社の判断で残存する新株予約権の取得・消却が可能

譲渡制限 当社取締役会の承認がない限り、本新株予約権を第三者に譲渡することはできない

同日決議・公表 2021年2月期第3四半期決算短信、通期連結業績予想、ＴＫＰがサテライトオフィス市場に本格参入、サテライトオフィスのサービス拡充に
向けた株式会社レンタルバスターズとの業務提携契約の締結、譲渡制限付株式報酬制度の導入

手取金の使途（内訳）
①フレキシブルオフィスの新規出店及び期間貸し事業の展開に関わる費用（8,000百万円）
②財務基盤強化を目的とした有利子負債の返済（10,000百万円）
③Ｍ＆Ａ及び資本業務提携に関わる費用（3,288百万円）

1. 2020年12月31日現在の発行済株式数38,117,885株に対する希薄化率
2. 2021年1月13日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値、又は条件決定日の直前取引日の東京証券取引所における当社普

通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）のいずれか高い額に相当する金額
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変革の時代における成長戦略
～ の推進～Work X

ワークエックス
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当社グループが掲げる新たなコンセプト

働き方改革

Work X
ワークエックス

× DX
(デジタルトランスフォーメーション）
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アライアンスによるDXサービスの拡充

変革の時代における成長戦略

１
施策

２
施策

TKPがサテライトオフィス市場へ本格参入

の推進Work X

スマートな仕入れによる新規出店３
施策

ワークエックス
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１
施策

TKPがサテライトオフィス市場へ本格参入
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TKPのサテライトオフィスブランド

2021年3月より始動

Work X Office
Powered by 
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2
施策

アライアンスによるDXサービスの拡充
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3
施策

スマートな仕入れによる新規出店
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都心オフィス市況の変化予測

出所：森ビル「東京23区の大規模オフィスビル市場動向調査2020」

2024年にかけて、首都圏の主要ビジネスエリアでは延床面積約514万㎡(約155万坪)のオ
フィスが新規供給される計画。新築オフィスへの移転により、A級以下の中古オフィスは
市場に出回りやすくなると見込まれる。

既存スペースを最大活用し、ベストな仕入れチャンスを狙う

主要ビジネスエリア 2020～2024年の主要ビジネスエリア別供給割合
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当面の仕入れ・出店方針

2030年国内目標
140万㎡(約42万坪）

(1施設250坪換算で約1,500拠点)

 TKPとリージャスで仕入れを一本化
 大型優良物件が出た場合は果敢に獲得

仕入れ方針

 リージャスのレンタルオフィスは継続出店
（リージャス大型出店の場合はTKPと共同出店で早期黒字化を実現）

 TKPの貸会議室は出店を再開
 TKPのサテライトオフィスは既存スペースを転換し出店

出店方針

 ブライダル企業など他社の遊休施設を有効活用し、
イニシャルコストをかけずにスペースを拡大

アライアンス戦略
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変幻自在に空間・ビジネスを変える
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まとめ

の推進により、
顧客ニーズにマッチした多様なオフィス空間を提供し、

当社グループは国内フレキシブルオフィス市場において圧倒的No.1へ

ワークエックス

Work X
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いつでも、どこでも、すべての働く人たちに。

Anytime, Anywhere, for All workers
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Appendix
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ホテル・宿泊研修事業
企業が手放した保養所/研修センターや売却された旅館を法人向けセミナーホテルとして再生。平日はBtoBの研
修向け、休日はBtoCのリゾート旅行者向けの販売で高稼働を実現。会議室と親和性の高いアパホテ
ルを国内最大のフランチャイジーとして国内10棟で運営し、イベントでは会議と宿泊をセットで販売。

レクトーレ葉山

レクトーレ箱根強羅

レクトーレ熱海小嵐

アパホテル

アパホテル〈大阪梅田〉

全国で10棟を運営
TKPガーデンシティ

浜松町
アジュール竹芝

TKPファーストキャビン
市ヶ谷

セミナーホテル ビジネスホテル シティホテル コンパクトホテル
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BPO事業

トレーニングを積んだプロフェッショナルなオペレーターによる効率
的かつ高品質なコールセンター運営を行い、実績を積み重ねている。
愛媛県松山市にリレーションセンターを設置し、大都市圏のコールセ
ンターと比較して高品質でありながら大幅なコストダウンが可能。
安心して利用していただくためにプライバシーマークを取得し、セ
キュリティ対策も万全を期している。

ビジネスイベントを運営する際、主催者様は多量のタスクを抱える。当社はイベントに付随して発生するタ
スクを代行できるBPO事業を手掛け、松山にあるコールセンターを中心に事務局代行、採用代行など、様々な
コーディネートを行い、主催者が雑務から離れコア業務に集中できるようサポート。

イベントの事務局代行や、採用代行、会場手配、運営サポート、資料
印刷から発送まで、幅広い業務に対応している。医学会の運営や、国
際会議の事務局など幅広い実績を有している。

コールセンター

BPO関連サービス
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準備期間最短1カ月
で挙式可能なパッケージプラン

コロナ禍で需要の高い
少人数向けの

低価格・上質なシンプルウエディング

提携により、集客・接客・企画から
衣装・装花・ヘアメイクまで

ワンストップでサービス提供
ベイサイドホテル アジュール竹芝（浜松町）

エスクリ社との提携
エスクリ社との資本業務提携において、当社が運営する「ベイサイドホテル アジュール竹芝」のブライダルに
エスクリ社の少人数向け婚礼サービス「ルクリアモーレ」を導入。2020年10月31日より販売を開始。
コロナ禍で今後ますます需要が高まる少人数の結婚式、親族のみでの結婚式に対応。
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今回の新株予約権に関するQ&A①

No 質問 回答

1 新株予約権とは何ですか？
• 新株予約権とは、発行会社に対してそれを行使することにより、当該発行会社の株式の交付を受けることができる権利

です。
• 新株予約権の割当予定先である大和証券が当該権利を行使することで、当社は行使価額相当の金銭の払込を受け、

大和証券に当社普通株式を交付します。これにより当社は資金調達及び資本増強を行います。

2 資金調達方法の概要は？

• 本新株予約権を大和証券に割当て、同社が当該新株予約権を行使することで、資金が調達されるものです。行使価
額は、行使請求の直前取引日の当社普通株式終値の92%に相当する金額に修正されます。

• 本新株予約権には下限行使価額を設定しており、発行決議日時点の下限行使価額は、第7回新株予約権、第8回
新株予約権ともに1,604円です。それぞれ下限行使価額よりも低い価額で本新株予約権の行使がされることはありませ
ん。（この金額は2021年1月13日の東証終値を基準としており、実際には条件決定日に、それぞれ条件決定基準株
価の60%に確定しますが、上記発行決議日時点の下限行使価額を下回ることはございません。）

3 新株予約権を選択した理由（メリット）
は何ですか？

① 行使価額が各行使請求日における直前取引日の終値の92％に相当する金額に修正され、上限行使価額の設定が
ないため株価上昇時には調達金額が増大するというメリットを享受できること

② 第7回新株予約権については、行使停止期間の設定等を通じて⼀時に大幅な希薄化が生じることを抑制できること
③ 第8回新株予約権については、ファシリティ契約（質問番号No7参照）により、割当予定先はファシリティ期間において

は、当社からの行使許可通知なく権利行使が行えない仕組みとなっており、当社による希薄化のコントロールが⼀定程
度可能となること

④ 資金調達が不要になった場合は、残存する新株予約権を取得できること

4 デメリットは何ですか？
① 市場環境に応じて、行使完了までには一定の期間が必要となること
② 株価が下落した場合、株価に連動して行使時の払込価額が下方に修正されるため、実際の調達額が当初の予定額を

下回る可能性があること
③ 株価が下限行使価額を下回って推移した場合、行使が進まず資金調達ができない可能性があること
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今回の新株予約権に関するQ&A②

No 質問 回答

5 調達予定金額はいくらですか？
• 発行諸費用を控除した手取概算額の合計は約21,288百万円を想定しております。但し、この金額は、当初行使価額

（発行決議日時点）で全ての新株予約権が行使されたと仮定した場合の金額です。行使の進捗状況や行使価額の
修正等に応じて増減いたします。

6 第7回と第8回の違いはなんですか？

• 第7回新株予約権は、発行当初から割当予定先の裁量により権利行使可能な設計であり、株価水準や資金ニーズ等
に応じて当社の裁量で行使停止を行うことが出来ます。

• 第8回新株予約権は、当社が割当予定先に対して行使許可を行った場合にのみ行使可能となる設計であり、第7回新
株予約権の全部が行使された後、第8回新株予約権について割当予定先に対して行使許可通知を実施する予定で
す。

7 ファシリティ契約とは何ですか?

• ファシリティ契約は、割当日の翌銀行営業日から2024年2月5日までの期間（「ファシリティ期間」という。）において、当
社取締役会又は取締役会の包括委任決議により取締役会から委任を受けた代表取締役社⻑が必要と認めない限り、
割当予定先は第8回新株予約権を行使することができない旨を規定しています。本ファシリティ契約により、割当予定先
はファシリティ期間においては、当社の通知なく第8回新株予約権の権利行使が行えない仕組みとなっており、当社による
希薄化のコントロールが⼀定程度可能となるメリットがあります。

8 行使可能通知を行えば、
権利行使は必ず進捗しますか?

• ファシリティ契約によって当社が行使可能通知を行っても、割当予定先は第8回新株予約権の権利行使を行う義務は
負っておらず、市場環境等を考慮しながら第8回新株予約権の権利行使を行うスキームとなっております。したがって、第
8回新株予約権の権利行使が完了するまでには⼀定の期間を要することが想定されます。
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今回の新株予約権に関するQ&A③

No 質問 回答

9 希薄化の規模はどの程度ですか？ • 本新株予約権の目的である普通株式数は7,948,600株（第7回新株予約権及び第8回新株予約権の合計）で一
定であり、発行済株式総数38,117,885株（2020年12月31日現在）に対する割合は約20.9％となります。

10 なぜ公募増資や銀行借入ではなく新株
予約権を選択したのですか？

• 他の資金調達手法と比較検討を行った結果、財務健全性を保ったまま機動的な資金調達が可能であり、かつ行使停
止要請通知や行使可能通知といった設計を採用することで希薄化についても一定程度コントロールが可能であること、
また行使期間において分散して本新株予約権が行使されることにより、当社株価への影響の軽減が期待できることを理
由として、本資金調達方法を選択しました。

11 今期の業績に与える影響はありますか？ • 今期（2021年2月期）の業績予想に与える影響は軽微です。

12 貸株・空売り等は行われますか？ • 本新株予約権の権利行使により取得する当社株式の数量内で行う売付け等以外の本件に関わる空売りを目的として、
当社株式の借株は行わないことを、割当予定先である大和証券から確認しております。
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本資料は、当社グループをより深く理解していただくためのものであり、
本資料に記載されたいかなる情報も、当社株式の購入や売却を勧誘するものではありません。
また、これらに関する投資アドバイス目的で作成されたものでもありません。

本資料に記載されている業績見通し等は、
いずれも当社グループが現時点で入手可能な情報を基にした予想値であり、
これらは市場環境や事業の進展などの不確実な要因の影響を受けます。

従って、実際の業績等は、
本資料に記載されている予想とは大きく異なる場合がありますことをご承知おき下さい。

ご留意事項




